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民主主義国家・民主主義社会において, 選挙権の重要性は論を待たな





















１ 問 題 の 所 在
近年, 選挙権・選挙制度に関する判決が数多く下され, 注目されてい
るところであるが, 何といってもその中心は ｢議員定数の不均衡｣, す
なわち, 一票の価値 (投票価値) の格差・不平等をめぐる判決であろう｡
とりわけ, 議席配分の是正を求める市民の要求に対する国会の対応の遅
さ・拙さ (あるいは, 皮相的・アリバイ作り的是正の繰り返し) は, 選
挙のたびに, いわゆる ｢議員定数不均衡訴訟｣ を全国で頻発させ, しか
も, 高裁レベルでは, 思い切った ｢選挙自体の無効｣ 判決までもいくつ
か見ているところである
(４)
｡ もとより, 選管側が上告すれば, 最高裁判決
があるまで確定はしないから, 直ちに議員のクビが飛ぶということは無
いが, 猶予を認めない ｢即無効｣ の判決は (筆者の主観であるが) 相当
センセーショナルであった｡ 結局, 最高裁は, そうした判決と比較する
とかなり ｢後退｣ した ｢格差は違憲状態｣ との判示に止めたので
(５)
, ｢選












悲惨な場合はありうると考える｡ すなわち, ｢一票の価値の格差｣ とは
いっても, 有権者はともかくも自身の ｢一票｣ を (自由に) 行使するこ






筆者は, 憲法が ｢普通選挙の原則｣ を定めながら (憲法条３項, 
条但書など), 一定の (消極的) 要件に該当する市民が, はじめから選
挙権を行使できない, 選挙権を有しない, とされている方が, 権利侵害
の程度としては重大であると考える｡
公職選挙法条１項 (平成年法律第号による改正前のもの) は,


















る｣ とし, 条は, この ｢――有しない者｣ について, その剥奪され
るべき期間とともに規定している｡












などを挙げた上, (五) として ｢六年ノ懲役又ハ禁錮以上ノ刑ニ處セ
ラレタル者｣ を挙げ, さらに (六) (七) として, 一定の刑法上の犯罪
を犯した者については, ６年未満の懲役・禁錮刑であっても所定の期間,
選挙権を有しないこととされていた｡





しかし, これらについては, 戦後 (昭和年改正法, 昭和年改正法
などにより), かなりの範囲において縮小されたと看取できる｡
たとえば, こうした ｢選挙権を有しない者｣ として, ｢心神耗弱者,
聾者, 唖者, 盲者, 又は浪費者で本人又は関係者の請求によって準禁治
産の宣告を受けた者｣ が戦後しばらくの間, 入っていたが, これらは昭
和年改正法により削除された｡
















この後, 法改正により ｢禁治産者｣ は ｢成年被後見人｣ に変わり, さ







２ 判 決 の 内 容
(１) 東京地判平..(判例時報号３頁)

























2013 (平25) 年３月15日 朝刊１面
選挙権の制限 (長尾) ()
朝日新聞2013 (平25) 年９月28日 朝刊１面
不慮の事故や病によって障害を持つに至った者, 老化という自然的な生
理現象に伴って判断能力が低下している者など様々なハンディキャップ

































(平成年法律号), そののち, 和解が成立した｡ [後述]
(２) 大阪高判平..(判例時報号頁)








ウ) 	号) は, ①②についてはＸがすでに刑の執行を終えていること
から訴えを不適法として却下し, ③については請求を棄却した｡
しかし, 大阪高裁は, ①②については原審を引用して却下したものの,




用者註] の内容は, ｢自ら選挙の公正を害する行為をした者, すなわち,
選挙権の制限 (長尾) ()
選挙違反の罪を犯した者に限って一定の範囲で選挙権の制限を認めるほ
かは, [] 選挙権それ自体を制限する場合及び [] 選挙権の行使を制



























いわざるを得ない｡｣ (以下, ｢②判決｣ という｡ 原告の請求棄却のため,




















なる (同年７月１日より施行｡ これにより, 件の参議院通常選挙から投






のであるか (要するに, その有無, ということになるが) を一義的に定
選挙権の制限 (長尾) ()
めることは難しいこと, 又, 誰がいかなる基準・手続で判断するのか,
という問題があること, などから, 国会はこれを採らず, とりあえず一
律に回復させた上で, 実際に投票するか否か, 言い換えれば, 自身が投






い基準を適用していることである｡ これについて, 両判決とも, 最大判
平成･･[在外日本人選挙権剥奪違法確認等請求事件] 判例時報






｢[] 選挙権それ自体を制限する場合｣ と ｢[] 選挙権の行使を制限












は, 個々の候補者の情報 (公約・識見) を得ることは難しく, 結果, 無
中京法学巻１・２号 (年) ()
責任な投票を誘発することになる｣ ということなのであろう｡










筆者は, ひと昔ふた昔前であれば, ｢立法裁量の範囲内であり, 違憲と
は言えない｣ とされていた事案であるように推測するが, その点, 画期
的な判決であったと思われる｡
(３) ｢やむをえない事由｣






そうすると, 前述のように, 成年被後見人だからといって, その全て
選挙権の制限 (長尾) ()
が選挙権を行使する能力が無い, などとはいえないし (現に, ①判決の
原告も, 成年後見の審判を受けるまではほぼ必ず投票を行なっている),













が, そういう人は, 自身でそのように判断して, 投票しないようにすれ
ば済む話である｡ 現在のわが国では――その当否・評価はここでは論じ
ないが――自由 (任意) 投票制であって, 投票権を行使しなくとも不利
益を課せられることはないからである｡ ｢いや, そういう人が, 投票へ
行って, デタラメな投票をしたら困るではないか｣ という指摘があるか
もしれない｡ 筆者も, そういうことが絶対にありえないとはいえない｡
しかし, 考えてみれば, 通常人の投票であっても, 候補者の公約・識見
等と関係なく, 何となくその時の雰囲気に流されて投票したとか, もっ
と極端な例を挙げれば, ｢顔が気に入ったから｣, ｢自分と同じ名字だか
ら｣ というような理由で ｢一票｣ が投じられることさえ, 絶対に無いと
言い切れるであろうか｡ 筆者は, そのような投票について決して感心は
しないが, そういう投票でも ｢一票｣ として扱われるのが現在の制度な






ば, ここでことさらに ｢成年被後見人｣ という範疇のみ取り出して, そ









ている｡ すなわち, おそらくそれは, ｢自身の犯した (選挙違反の) 罪
について反省の時間を与え, 選挙の公正の重要性を理解させ, 二度と同










だし (選挙犯罪者を除く｡ 先述), 未決拘禁者は不在者投票が認められ
ている (公選法条の２, 条など)｡ 受刑者だからといって選挙に関








｢やむを得ない事由｣ について, 以上のように考察してきたが, ここ
でいま一つ検討の対象として取り上げたいのが, 公職選挙法条１項の






を行使できないが, 公職選挙法条１項は, 登録の要件として, ｢その
者に係る登録市町村等の住民票が作成された日から引き続き３箇月以上
登録されている者｣ と定めている (以下 ｢３か月記録要件｣ という)｡
原告 (控訴人) は, 平成() 年７月日, 帰化により日本国籍
を取得し, 同年８月日, 住民登録された｡ 同年７月日の衆議院の解
散により, 同年８月日に衆議院議員総選挙が行なわれたが, この時点





１審判決は, 前述の平成	年最大判の ｢やむを得ない事由｣ の有無の
基準に依拠して審査した上で, 同規定は ｢選挙の公正を確保するために
やむを得ない事由がある｣ と判示した｡
ところが, 控訴審判決は, この ｢やむを得ない事由｣ の基準は当然に
適用されるものではない, とした上で, (筆者の見るところ) いささか
緩やかな基準を採り, 国会の立法裁量の逸脱の有無, という観点から当














































































(３) 筆者が推測するに, ｢能動的な政治参加を行なうためには, 心神が正常
であることが前提｣ というような認識があったのではないかと思われる｡
一例としてであるが, 黒田覚・林田和博 『国会法 選挙法』 (有斐閣法律学





る｡ 竹中勲 ｢成年後見制度と憲法｣ 法学教室号 () 頁 [
頁],
同 ｢成年被後見人の自己人生創造希求権と選挙権｣ 『成年後見法制の展望』




(平) 年３月日朝刊１面 ｢一票の格差 違
憲件 判決出そろう 最高裁秋にも判断｣ など参照｡
(５) 最大判平..判例時報号３頁｡ 評釈として, 赤坂正浩・平成
年度重判８頁など参照｡ 朝日新聞
(平) 年月日朝刊１面 ｢昨年
衆院選も違憲状態 最高裁, 高裁より後退｣ など併せて参照｡
(６) 平成年月日に, ｢１人別枠方式｣ の廃止と ｢０増５減｣ を内容と
する改正法が成立したが, これでも最大格差は２倍をわずかに切る程度で
あり, 抜本的な是正とはいえないであろう｡
(７) ｢一票の価値｣ の格差の問題は, いわば, 当該選挙区の選挙権者全員が,
選挙権の制限 (長尾) ()
同一の観念的・抽象的な苦痛を受けている例であるといえる｡ やや文脈は
異なるが, 阿部泰隆 『国家補償法』 (有斐閣法学教室全書, ) 頁｡
在宅投票制廃止違憲訴訟 (最１小判昭..判例時報		号３頁) の
ように, 特定個人が選挙権を行使できない (できなくされている) ケース
の方が, 権利侵害としては重大であると筆者は感じる｡ なお, 当然のこと
であるが, 筆者は, ｢議員定数の不均衡｣ という問題それ自体が重大でな
い, と考えるものでは全くない｡
(８) なお, 同法では, 職業軍人のみならず, 戦時・事変に際し召集中の者,
兵籍に編入された学生生徒までも同様の制限を受けていた｡ 兵役について
いる以上, 権利行使は困難であろう, という趣旨なのか, 他に理由がある
のかは筆者は不知であるが, (被選挙権はともかく) 選挙権までも一律に
剥奪することに疑問はないであろうか｡









() この判決についても, 多くの解説・評釈が公表されているが, ここでは
とりあえず, 米沢広一・平成	年度重判７頁など参照｡
() このことを指して, 成年後見制度の ｢転用｣ ないし ｢借用｣ 問題, とい
う言い方をする論者もある｡ 前掲 (註) 上山泰論文, 杉浦ひとみ ｢成年
後見と選挙権剥奪問題｣ 自由と正義年月号頁など参照｡
(
) 飯田泰士 『成年被後見人の選挙権・被選挙権の制限と権利擁護』 (明石
書店, ) 頁以下, 頁以下など参照｡
() ｢能力｣ による制限を疑問とする見解として, 葛西まゆこ ｢選挙権と能
力――成年被後見人の選挙権訴訟を手がかりに｣ 大東法学号 () ３
頁｡ 同旨, 杉浦ひとみ・前掲 (註) 論文を参照｡
(	) もとより, この点についても, 選挙権自体を制限するのではなく別の方
法で目的を達せられないか, というような考慮はあろうが, ここではこれ
以上立ち入らない｡
() もちろん, この点は国により様々で, 拘置中の者について例外なく選挙
権を剥奪する国も少なくない｡ この点については, 倉田玲・前掲 (註９)
論文 [頁] に詳しい｡
() 高裁判決の評釈として, 岡田順太・判例評論号２頁 (判例時報
中京法学巻１・２号 (年) ()
号頁) 参照｡
() 岡田順太・前掲 (註) 評釈 [４頁] は, ｢権利の制約度合いなどの要
素について検討し, その上で, 審査基準を組み立てるのが妥当であると解
される････｣ と述べる｡
() ｢３か月記録要件｣ 規定の成立・変遷の経緯については, 判例時報
号頁 [頁以下] に詳しい｡
() もっとも, 岡田順太・前掲 (註) 評釈は, ｢３か月記録要件そのもの
の合憲性を判断する構成では, ････違憲の結論を導くのは容易でない｣
[５頁] とした上で, むしろ, 居住実態の要素に着目するアプローチを提
示する｡




問題だと指摘し [５６頁], さらに, この問題に対応するために, ｢外国
人登録法上の登録を用いること｣ を提唱している [６頁]｡ これは, 傾聴
に値する見解であると思われる｡
() このような帰化者が, 当該平成() 年８月の総選挙においては,
人にのぼった, とされている｡ 判例時報号頁 [頁]｡
() 但, ①②両判決とも (不思議なことに) 憲法条１項 (法の下の平等)
については触れていない｡ 通常人との比較を述べるまでもなく, 選挙権と
いう権利それ自体に対する許されざる侵害だ, という趣旨なのであろうか｡
選挙権の制限 (長尾) ()
